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海津地質都の研究の概要(昭和57牛皮)

水野篤行(海洋地質部)
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昭和57年度における海洋地質部の研究は前年度と同

様に地質調査船r白嶺丸｣による工業技術院特別研究

の2テｰマ国立機関公害防止等試験研究(1テｰマ)

生活産業局予算による海底砂利賦存状況調査経常研究

(5テｰマ)石油公団による南極地域石油基礎地質調査に

対する研究技術指導が行われさらにそのほかに科学

技術振興調整費による2研究が行われた･いずれも順

調に進行している.主な研究項目のこれまでの推移を

第1図に示した.

本年度において特筆すべきものは地質調査所100周

年記念出版物のr日本地質アトラス｣刊行に際しての

日本列島周辺大陸縁辺部の総合的海底地質図重力異常

図地磁気異常図の編集･刊行のほかとくに国際協力

関係で大変多忙であったことである.海洋地質部設立

以前から日本周辺大陸縁辺部の調査研究の責任者として

活躍されまた上記の海底地質図の編集者の一人でもあ

る井上英二海洋地質課長は56年12月1目付で当所海外

地質調査協力室長に昇任された.

以下に海洋地質部の57年度における主な研究活動状況

の概要を紹介する.それぞれの従来の経緯いくつか

のテｰマの専門的問題等については本誌337号(1982-

9100周年記念号)を参照していただきたい.

工業技術院特別研究

r深海底鉱物資源に関する地質学的研究｣とr日本周

辺大陸棚精密地質に関する研究｣が前年度にひきつづき

行われた･研究航海は白讃丸により4月から8月

まで日本周辺海域を8月から10月まで中部太平洋を対

象とした(第2図).白嶺丸による研究成果の第1次報

告であるクルｰズレポｰトは第18号が57年12月に印刷

された(中部太平洋ウエイタｰタヒチトランセクトに関する海

洋地質学･'地球物理学及びマンガン団塊の広域的デｰタ).海

洋地質図としては第2C号(隠岐海峡海底地質図)が同年秋に

刊行された.58年3月までに第21号(中部太平洋マン

ガン団塊分布図)第22号(釜石沖海底地質図)が刊行され

る予定である.さらに日本地質アトラスに分割掲載
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錐享李森搬鍔翫藁ける井I猫(時調〕一海底軟弱地盤の調査技術に関する研究

紀伊水道に関す多総合研究

海洋地質部

(経常〕海底地質調査技術の研究

中(特研)

日本周辺海域地質構造総合調査研究

海底地質調査技術に関する研究

(時調)

≒

深海底資源開発に十(特研)

関する基礎的調査研究

㌧(白嶺丸)

1日本周辺大陸棚海底地質総合研究

←(白嶺丸〕

(振興調整費)(～59)

←

インド洋･太平洋プレｰト境界

海域における島弧･海溝系の地

質構造に関する研究

�

200海里フィｰジビリティ

スタディ

(特研)(～58)

日本周辺犬陸棚精密地質に関する研究

深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究(特研〕(山58)

深海底鉱物資源に関する地質学的研究

i(特研)

苧染底質の調査技術に関する研究↓{特研〕

汚染底質堆積機構に関する研究(特研)

鱗底質汚染無､に

関する研究

UJNR海底地質パネル

(GS国際協力)

(竃糾ギｰ庁)

第1図

日独協力マノカノノンエｰル

日仏協力マンカンノジュｰル

≒CCOP/SOPAC技術援助

鴇驚れる喘丸竣工撒繊石少利賦榊嚇粋

DOMA深海底鉱物資言原探奔

海洋地質部の主な研究業務の推移

』(第2o微丸)

工技院マンｰ川糊;システムの研究�
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第2図

昭和57年度地質調査

船r白嶺丸｣運航目程図

GH82-1航海:
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主席研究員有田正史

GH82-2航海:
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主席研究員木下泰正

GH82-3航海:
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主席研究員本座栄一
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井上英二
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G且82-4航海:
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主席研究員野原昌人

した日本周辺海底地質図(1/300万)も年度末に1シｰト

の総合図(海洋地質図第23号)として刊行されることにな

っている.

深海底鉱物資源に関する地質学的研究(54-58年度)[研究

グルｰプ長:盛谷智之コにおいてはウエイタｰタヒチト

ランセクト沿いの西サモア島北東方海域(ノバｰヵントント

ラフとその南側0.40'S一抱0'S1鮒30'W-16弛｡'W)を対

象としてマンガン団塊分布の詳細と堆積物地質構造

等との成因的関係に関する研究を行った(詳細については

本誌の記事を参照されたい).

日本周辺大陸棚精密地質に関する研究(5←58年度)[研究

グノレｰプ長本座栄一コにおいては室戸岬沖熊野灘

沖下北半島沖3海域について従来と同様な手法を用

いて研究しそれぞれで海底地質･堆積に関する重要な

新知見が得られた(詳細については本誌の記事を参照された

い)･

国立機関公害防止等試験研究

湖沼堆積物の調査技術に関する研究(56-58年度)[研究グ

ルｰプ長:大嶋和雄コとして霞ケ浦の完新統泥質堆積

物を対象に新しく試作された試錐試料不掻乱柱状採泥

器により計180㎜のオｰルコアボｰリングを実施した

ほか砂質堆積物採取用として打込み式柱状採泥器を試

作しこれによる採泥を行った(詳細については本誌の記事

を参照していただきたい).

科学技術庁振興調整費による研究

56年度から国際共同研究としてインド洋･太平洋プ

レｰト境界海域における島弧･海溝系の地質構造に関す

る研究(以下IPPBASと称する)カミ発足しさらに57

年度には単年度計画で我が国周辺200海里水域の調査

手法に関するフィｰジビリティスタディ(以下200海里フィ

ｰジビリティスタディと称する)が加わった.

IPPBAS(5H0年度)[研究グルｰプ長:本座栄一コ

では58-60年度にニュｰブリテン海溝･トンガ海溝･

スンダ海溝域を順次調査する計画カミ組まれている.56

･57年度にはそのための事前調査と調査機器の開発･整

備が行われた.とくに57年度には関係南太平洋諸国へ

の訪問また11月のCCOP/SOPAC会議(ウェリントン)

での提案･協議を行い各国から多大な関心･協力の意

が示された.調査機器については両年度で多重式音波

探査装置のシステムを完成させまたピストンコアラ

のペイロットに装置を組みこむことカミできる地殻熱流量

計(システムのLSI化による)を開発した.

200海星フィｰジビリティスタディ(57年度)[研究グルｰ

プ長:湯浅真人コは通商産業省･科学技術庁･運輸省

･農林水産省等の関連機関カミ研究を担当している幅広い

研究課題であるが当所ではその一部である海底地形･�
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地質構造に関する調査･観測技術とくに海底火山･海

嶺域における重金属堆積物等の海底鉱物資源の調査に必

要な各種機器等の検討を行うこととなり57年11月から

研究が開始された.

その他の研究

海底砂利賦存状況調査[研究グルｰプ長:有田正吏コに

おいては骨材対策委員会海底砂利賦存状況調査部会の

決定にもとづき青森県･岩手県の太平洋側海域(八戸沖)

の大陸棚上の堆積物について海底砂利資源としての適合

性を検討した.

南極海域基礎地質調査(石油公団による)は白嶺丸により

57年11月29目から58年3月11目までの間ロス海域を対

象として行われているがこれまでと同様に調査団長

顧問(海洋地質部石原文集)堆積物(同布目ヨ正史)測位

･デｰタ処理(同上嶋正人)音波探査(物理探査部横倉

隆伸･加野直已)それぞれの分野に関する船上調査技術

指導のための専門家派遣を行い調査に協力した･

その他に基礎的研究課題を実施している経常研究を

行っている(地質ニュｰス337号参照).

国際協力

本年度はとくに国際協力関係で多忙な年であり多く

の研究員が何らかの形で国際協力業務に参加した.

二国間協力としてはUJNR(天然資源の開発利用に関す

る日米会議)海底地質部会の第6回合同会議が米側のスネ

ｰブリ部会長をむかえて57年5月に東京で開催され

双方の研究活動のレビュｰと今後の協力に関する討議が

行われた.同年6月末から7月はじめにかけてはフ

ランスのCNEXOブルタｰニュ海洋研究センタｰのポ

ト博士ら3名の専門家をむかえて日仏間のマンガン団

塊研究協力に関するワｰクショップが地質調査所･白嶺

丸上で行われた.日仏双方からの研究発表研究活動

めレビュｰをもとに今後の協力方向に関する活灌な討議

が行われ成功裡に終了した.ひきつづき東京で日仏

協力第1回海洋開発専門部会が行われワｰクショップ

の結果の報告がなされまた協力分野の拡大に伴って

協力のテｰマを従来のrマンガン団塊｣からr深海底

地質鉱物資源｣にあらためることが双方で合意された.

巨独協力海洋科学技術パネルの協力活動としてかね

てからマンガン団塊研究に関する相互乗船の実現が目標

の1つとなっていた.57年10-11月の独側ゾンネ号航

海への招請をうけていたが幸い科学技術庁のr二国間

協力に伴う専門家派遣｣の経費を受ける機会を得て11

月の約1ケ月間マンガン団塊の専門家臼井朗技官を

東部北太平洋(ノ･ワイ南東方)のゾンネ号航海に参加させ

船上での研究協力･マンガン団塊の成因の問題に関する

詳しい討論を行うことができそして実質的協力に一歩

踏み出すことができた.以上のようにとくに日仏･

日独間の協力に関しては本年度は今後の協力の発展の

上に非常に意義のある年であったといえる.

東アジア西太平洋域沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCO

P)の第19回会合は57年11月29目から12月10目まで東京

(外務省国際会議場)で開催され国外からCCOP加盟国

特別顧問団計約60名が参加した.各関係国間の標記

問題に関する情報交換活動のレビュｰ1983年の活動

方針の討議が行われた.わが国からは陶山淳治所長カミ

常任代表として出席したほか嶋崎吉彦鉱床部長及び筆

者を含む多数の代表代理･顧問団か出席また井上英二

海外地質調査協力室長が特別顧問として出席した･この

活動には各国とも地質調査所が責任をもって当ることと

なっている.当所では活動のテｰマの性格上海洋

地質部が主体となり各部の強力な支援のもとに会議

の準備･事務的処理を行って無事に終了させることがで

きた.CCOP活動の一環として従来から懸案となって

いた問題の一つに中国に第四紀広域地質センタｰ

(RCQ)を設置する問題があった.CCOP第19回会合の

直前11月14目一28目にCCOPによってそのための国

際的事前調査団が組織され筆者が海洋堆積専門家とし

て国連経費による参加招請をうけて昨年にひきっづき

第2回目の訪中(広州･湛江･上海･北京)をした.

南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会(ccoP/soPAc)

の第11回会合は本年度は57年11月9目から同17目まで

ニュｰジｰランドのウェリントンで行われ本座栄一海

洋物理探査課長が技術顧問として出席同時にさきに述

べたように科技庁振興調整費による国際共同研究rIPP-

BAS｣に関する協議を行って成果を得た.

沿海鉱物資源探査集団研修コｰス(OffshoreGroup

TrainingCourse)に対しては例年のように海洋地質

部の研究員カミ筑波において海洋物理探査･海洋鉱物資源

等に関する講義･指導個別研修指導を行ったほか57

年8月1目一5目の白嶺丸研究航海(下北半島沖)におい

て調査のかたわら技術指導を行った.�


